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６ 　主たる事務所・地区の状況
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110 9 　藤木徳美（退会）

　松島　誠（入会）

1

  （2）

  （2）

3 　宮田　実（退会）

915

　　　  備北地区  高梁市巨瀬町４９６７番地２

　  主たる事務所  岡山市北区南方２丁目１番６号
　　地区(地域)名

備　　　　　　　　　考

5

　國貞繁樹（退会）河合清人（退会）熊谷　徹（退会）
　松原孝允（退会）國定さや香（退会）

　　昭和６０年１２月２１日

  本協会は、社員たる土地家屋調査士（以下「調査士」という。）又は土地家屋調査士法（以
  下「調査士法」という。）第２６条に規定する土地家屋調査士法人（以下「調査士法人」と
  いう。）の専門的能力を結合し、官庁、公署その他政令で定める公共の利益となる事業を行

　　  又は地方法務局に提出し、又は提供する書類又は電磁的記録の作成

　定款に定める目的　

  測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施に寄与することにより、公共の

　(2) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続についての代理
　(3) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続について法務局

　行政庁に関する事項

　社員の状況

　　岡山県

前 期 末

　(5) その他本協会の目的を達成するために必要な事業
　(4) 前各号に掲げる事務についての相談

当 期 末

5

備　北

倉　敷
(倉敷)

11

  （2）

津　山

倉　敷
(井笠)

4

Ⅰ　法人の概況

　設立年月日　　　　

11

1

  て不動産に係る国民の権利の明確化に寄与することを目的とする。

  う者（以下「官公署等」という。）による不動産の表示に関する登記に必要な調査若しくは

　定款に定める事業内容

岡　山

（　）内は法人社員数

1

令 和 ２ 年 度 事 業 報 告 書
令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

        倉敷地域  倉敷市昭和２丁目３番２２号　　
        総社地域  総社市中原７７９番地５

        岡山地区  岡山市北区南方２丁目１番６号

  利益となる事業の成果の速やかな安定を図り、登記に関する手続の円滑な実施に資し、もっ

　(1) 不動産の表示に関する登記について必要な土地又はこれに関する調査又は測量

倉　敷
(総社)

　      津山地区  津山市田町７２番地

合　計

　　    井笠地域  浅口郡里庄町大字新庄２６９１番地



７ 　役員等に関する事項

８ 　職員に関する事項

Ⅱ　事業の状況

１ 　事業の実施状況
　　業務開発活動

２ 　契約等業務に関する事項

（単位：円）

　　  地　区（地　域）別

岡 山 地 区
127

常　　　勤

常勤・非常勤の別

　　　県下官公署等に受注推進等の活動を行った。

土 地 家 屋 調 査 士

役　　職

213

前期末比増減

土 地 家 屋 調 査 士
土 地 家 屋 調 査 士

平　 田　 雅　 和

担当職務・現職氏　　　名
土 地 家 屋 調 査 士

勤  続　年　数

土 地 家 屋 調 査 士
非　常　勤

理　　      事

非　常　勤

山   縣　      始

中   村   輝   治

理　　      事

江   原   公   平
専　務　理　事

理  　事  　長

香 　西 　俊 　伸

土 地 家 屋 調 査 士
本   田   裕   之 非　常　勤
西　 本　 憲 　次

監  　      事

理　　      事 土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士非　常　勤

土 地 家 屋 調 査 士

　　

副  理  事  長
副  理  事  長

非　常　勤 土 地 家 屋 調 査 士

副  理  事  長

吉　 竹 　誠 　児
禾　 本　 政　 章

土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士

　　業務受託関係

92

０男　　　    子 ２    名

発　　　　注　　　　先

３４年１ケ月、１年１１ケ月

件　　　数

倉 敷 市

408

9,654,677

17

459,360

39

中 国 四 国 農 政 局

1

1,315,094

進　　　　典　 幸 非　常　勤

非　常　勤
岩   藤　      誠
粟   井   洋   充

非　常　勤

相    談    役

非　常　勤

103,644,284

206,880,986
22

金　　　　　額地　  区 （地　域） 名

合　　　　 　　　　 計 206,880,986

110,330

理　　      事

非　常　勤

土 地 家 屋 調 査 士
理　　      事 佐　 藤 　栄　 祐

非　常　勤
事 務 局 職 員

阿　 部 　英　 樹

備 前 市

瀬 戸 内 市

　　　発  注  先  別

職　　　員　　　数

金　　　　　額

非　常　勤

理　　      事

監  　      事 非　常　勤

408

7,379,562

岡 山 市 155

15,457,052
総 社 市

真 庭 市

36,902,260
76,029,164

2

早 島 町

21 6,644,388

2 797,808

9,739,887
合　　　　　　　　　 計

1

10,281,527

備 北 地 区
886,220

42
井 笠 地 域 3
総 社 地 域
倉 敷 地 域

11,908,347
14

県 民 局 関 係
40,222,944岡 山 地 方 法 務 局 2

岡 山 県
62

件　　　数

高 松 農 業 高 校 1 110,330

津 山 地 区

82,218,738



３ 　会議、協議会及び研修会に関する事項

４ 　収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 （単位：千円）
２年度

20,229
213,562
216,543
△2,981
17,248
61,263
43,942
17,320

Ⅲ　法人の課題

１ 　公益法人としての理解を深めるため、関係先への周知徹底
　　県下市町村に体制への理解を求めるとともに啓発用グッズを配布した。
　　関係法令、諸規程等の理解を深めるため、役員に対し研修会を実施した。

２ 　登記測量業務の受注促進
　　岡山県、岡山市、倉敷市、法務局等各官公署と度々協議を重ね理解を求めた。

３ 　登記所備付地図作成作業
    倉敷市福田町古新田地区で実施

４

 随　時

総 社 市

岡 山 市  随  時

　　感染症対策を行い、「新しい生活様式実践事業者補助金」の交付を受けた。

　　倉敷市福田町古新田地区（第２期）で実施

真 庭 市

各 発 注 官 公 署

　感染症対策および新しい生活様式への対応

中 公 連 研 修 会

 3/22

瀬 戸 内 市

本 会 と の 協 議 会

倉 敷 市

　　ＷＥＢ会議システムを導入し、積極的に活用した。

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 随　時

備 前 市

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 協議・打合せ、１４条業務協議

 随　時

元年度
18,21422,108

全 公 連 研 修 会

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

岡 山 地 方 法 務 局

236,407

 随　時
 随　時

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

定 時 総 会

中 公 連 理 事 長 会 議

全 公 連 総 会

地図整備事業実行委員会

通 常 理 事 会

 随　時
 随　時

情報セキュリティセミナー

 8/5 3/17

 6/26 2/17

 8/5 1/27 3/17

 ＷＥＢ 独立行政法人ＩＰＡ主催

 2/26

日　　　　　　　付

山 下 議 員 と の 意 見 交 換 会

内　　容　　等

 定時総会　臨時総会（ともにＷＥＢ）

名　　　　　称

 8/7
 ＷＥＢ

 12/2

中 公 連 総 会

 ＷＥＢ

 随　時

岡 山 県

43,893
88,63766,818
18,21420,654

156,246

 9/25

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

３０年度

213,825

20,654前期繰越収支差額

当期支出合計

区分／事業年度

211,385

２９年度

 業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

64,195
20,229

20,726

当期収入合計

当期収支差額
157,700

△2,440△1,454

46,092

次期繰越収支差額

正 味 財 産

234,392
2,015

70,351
18,286

負 債 合 計
20,301

 ＷＥＢ

 6/1は書面決議、その他はＷＥＢ

資 産 合 計

役 員 研 修 会

 10/22 3/17

 2/17

 5/21

 通常総会（ＷＥＢ）

 4/15 6/11 1/14

 ＷＥＢ

 １４条業務

 6/1 8/5 10/22 3/17

 3/17

 6/19

業 務 執 行 理 事 会
監 査 会

コンプライアンス委員会
経 理 部 会

 12/12

県 の 定 期 立 入 検 査  1/27


